
第１号議案     

                                        

令 和 ５ 年 度 事 業 計 画 書   
 

 
昨年は、ウクライナ戦争、世界的インフレ、コロナウイルス感染症、異常気象等と先行き不透明な

状況が続き、何一つ解決しないまま今年も続くと思われる。 

 

 建築設備設計の立場から考えると、設備機器の熱源を電気かガスか選択するにも、ウクライナ戦争

の当事国ロシアへの経済制裁による石油・天然ガスの輸入禁止、世界的インフレによる円安で熱源価

格の高騰、異常気象の原因とされる地球温暖化の抑制の脱炭素社会を目指すライフサイクルＣＯ２の

配慮、コロナウイルス感染症の予防のための衛生・換気の選択と責任は大きい。 

省エネが叫ばれて久しいが、条件は厳しくなりＺＥＢやＢＣＰ（事業継続計画）、脱炭素や未来環

境の考慮など設備技術者は技術高度化に柔軟に対応しなければならない。   

 

また、設備設計業界の全国的の動きとして、各都道府県協会を傘下とする「（一社）日本設備設計

事務所協会連合会」（以下、「日設事連」という。）では、全国組織に移行して５年超が経過し、よ

り一層の建築設備事務所（建築設備士）の地位の確立、最新情報の伝達、適正な業務報酬等の発展に

尽力しているところである。 

 

さらに、国土交通省は２０５０年カーボンニュートラル、２０３０年度温室効果ガス４６％削減

（２０１３年度比）の実現に向け、エネルギー消費の約３割を占める建築物分野での省エネ基準を義

務付けた。 

 

このような流れの中、当協会としては、建築設備設計事務所及び設備業界の社会貢献、技術・業務

開発の推進、協会・業界の健全で安定した継続と発展を目指すこととする。 

 

具体的には、 

・脱炭素に向けての建築設備設計の寄与の広報拡充（市町村当局及び県民向け） 

・技術講習会、建物設備見学研修会の開催（ＣＰＤ単位の拡充） 

・若手人材・後継者の育成（建築設備士の資格所得のための勉強会の開催、工業関係高校等への出 

前ＰＲ講座の開催）                

・協議会など意見交換会の開催 

・関連団体との連携 

を柱に、継続的に事業を実施するとともに、従来どおり、建築設備設計・監理業務の改善に努め、建

築文化の向上に寄与するため、次の事業を行う。 

 

Ⅰ 公益事業の推進 

１ 建築設備設計・監理に関する知識・技術等の普及啓発事業 

 

  建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等を対象に、建築設備設計に関する技術講習会及び

建物設備見学研修会の開催並びに技術等に関する広報誌を発行し、建築設備に関する技術の向上

と新潟県における建築文化の向上に寄与する。 

 

 (1) 検討委員会議の開催 

      建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等の技術の向上を図るため、講習会や建物設備見

学研修会等の企画・立案を検討する会議を必要に応じて開催する。 

    (2) 技術講習会等の開催「これからの建築設備」 

①  定期技術講習会 

          建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等の技術の向上を図るため、技術講習会を定期 

的に開催する。 

開催時期  令和５年５月から令和６年２月（予定） 

開催回数  ３回程度 



開催場所  新潟県内（予定） 

② 定期講習会以外の技術講習会 

建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等の技術の向上と、建築設備の啓発を図るため、

定期技術講習会のほかに必要に応じて、随時、技術に関する講習会を開催する。 

開催回数 必要に応じて随時 

開催場所 新潟県内 

③ 新技術・新製品講習会 

建築設備設計・監理及び施工に資するため、技術講習会開催時に併せて最新の優れた技術

や製品の発表・講習会を開催する。 

開催回数 技術講習会時 

開催場所 技術講習会会場      

(3) 建物設備見学研修会の開催 

    建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等並びに関係学校・行政関係者等の設備設計・監理

に関する技術の向上を図るため、建物設備見学研修会を開催する。 

① 建物設備見学研修会(定期) 

開催時期 令和５年１１月（予定） 

開催場所 新潟県内等 

② 建物設備見学研修会（随時） 

開催時期 必要に応じて随時 

開催場所 新潟県内等 

(4) 広報誌の作成・発行 

  建築設備設計・監理に関する知識・技術の普及を図るため、それらの記事や協会活動を掲載

した広報誌を作成・発行する。 

① 検討委員会議 

 広報誌を発行するに当たり、掲載記事内容等を検討する会議を開催する。 

② 広報誌の作成・発行 

   発行部数：４５０部 

   発行時期：令和６年２月 

 

２ 建築設備設計・監理に関する技術・経営に関する研修会  

 

    建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等を対象に、建築設備設計・監理に関する技術の研修 

会や、経営・後継者育成に関するセミナー等を開催し、建築設備設計等に関する技術の向上と経営 

の健全化を図る。 

 

(1) 検討委員会議の開催 

        研修会及びセミナー等の内容を検討する会議を開催する。 

(2) 技術研修会・セミナーの開催  

        技術の向上や経営・後継者育成等に関する技術研修会・セミナーを開催する。 

開催時期  必要に応じて随時 

開催場所  新潟県内 

   (3) 建築士法に関する研究会の開催 

建築設備関係者を対象に、必要に応じて建築士法上の建築設備士等に関する研究会を開催す 

る。 



開催時期  必要に応じて随時 

開催場所  新潟県内 

(4) 後継者育成事業 

建築設備士を育成するため、建築設備士試験に備えた勉強会を開催する。 

開催時期  建築設備士試験の前 

開催場所  新潟市内 

 

３  建築設備設計・監理に関する意見交換会 

 

 建築設備設計・監理及び施工関係の技術者等を対象に、行政や各種団体との建築設備設計に関

する意見交換会や、協会事業に関する提言等を行う協議会を開催し、建築設備設計・監理等に関

する技術の向上及び協会事業の充実を図る。 

 

(1) 意見交換会の開催 

①  意見交換会議題検討及び議題整理会議 

必要に応じて、意見交換会の議題等を検討し、整理する会議を開催する。 

②  意見交換会調整会議 

必要に応じて、意見交換会の相手方と議題等を調整する会議を開催する。 

③  意見交換会 

開催時期 必要に応じて随時 

開催場所 新潟県内 

(2) 協議会の開催 

① 協議会に係る議題検討及び議題整理会議 

必要に応じて、協議会の議題等を検討し、整理する会議を開催する。 

②  協議会 

開催時期  必要に応じて随時 

開催場所  新潟県内 

(3) インターンシップの推進 

建築設備設計に関する技術者の育成に資するインターンシップ制度の普及と取組について検

討する。 

 

４ 建築設備設計・監理に関する情報収集提供事業 

 

建築設備設計・監理に関する技術の普及向上を図るため、各種建築関係イベントへの支援・後

援や高校等への出前講座の開催、また、関連情報の収集及び調査研究を行い、建築設備設計・監理

に関する情報を提供する。 

     

(1) イベントへの支援 

        関係団体等が主催する、建築設備に関する各種イベントへの支援・後援を行う。 

① 検討委員会議  

          必要に応じて、イベント等への支援等の内容を検討する。 

② イベントへの支援等 

必要に応じて、開催するイベントへの支援等を行う。 

(2) 設備設計関係企業等名簿作成配布 

建築設備設計・監理及び技術水準の維持・向上に積極的な設備設計事務所並びに施工業者等



の周知を図るため設備設計関係企業名簿を作成し、関係機関等に情報提供する。 

①  検討委員会議 

          必要に応じて、作成する名簿の編集等を検討する会議を開催する。  

② 作成・配布 

          編集等を検討した名簿を作成し、配布する。 

発行時期  令和５年８月（予定） 

発行部数  ４００部 

(3) ホームページの運営 

        建築設備関連情報等を掲載し、建築設備に関する技術の普及向上と情報提供を図るため、当

協会ホームページを運営する。 

(4) 出前ＰＲ講座の開催 

        工業関係高校等に出向き、設備関係を学ぶ者に対し、設備設計・監理及び施工業務に関する内

容の周知・理解を醸成する。 

① 検討委員会議 

          出前ＰＲ講座の内容、相手先等を検討する会議を開催する。  

② 調整会議 

          出前ＰＲ講座を行う相手方と議題等を調整する会議を開催する。 

③ 出前ＰＲ講座 

開催時期  必要に応じて随時 

開催場所  新潟県内の工業関係高校等 

(5) 県脱炭素推進事業情報収集・提供 

        新潟県が開催する新潟県事業者支援脱炭素推進プラットフォーム会議に参加し、脱炭素に関

する県内動向を把握するとともに、関連情報を提供する。 

 

５  災害防災に関する事業 

 

      県内外における建築設備関係の各種災害に対して、応援体制を整備し、協力する。 

  (1) 災害協定等 

        必要に応じて、災害応援体制について、他団体との協定締結を検討する。 

    (2) 災害対応協定マニュアルの整備、更新  

 必要に応じて、災害応援対応マニュアルを整備し、また、随時更新する。 

(3) 災害応援連絡者会議 

      必要に応じて、災害に対する担当者との連絡応援会議を開催する。 

 

Ⅱ その他事業 

１  業務発展事業 

 

     建築設備設計業界の振興発展並びに親睦を図るための事業を行う。 

    

(1) 賀詞交歓会の開催 

        賀詞交歓会を開催し、建設設備関係者の親睦を図るとともに、建築設備設計関係の情報交換 

を図ることにより業界の発展に期する。 

開催時期  令和６年２月１３日(火) 



開催場所  新潟市内 

(2) 親善ゴルフ大会の開催 

建築設備関係者の親善ゴルフ大会を開催し、親睦を図る。 

開催時期  令和５年９月（予定） 

開催場所  新潟県内 

(3) 会員交流会の開催 

建築設備関係者の親睦を図るため、会員交流会を開催する。 

①  検討委員会議  

必要に応じて、交流会の地域・内容等を検討する会議を開催する。 

② 交流会    

開催時期  令和５年夏・秋の２回（予定） 

開催場所  新潟県内 

 

２ 連絡調整事業 

 

協会業務の円滑な実施並びに県内における建築設備設計・監理業務の円滑な推進に資するため、

国及び県・市町村、県内関係団体との連絡協調を積極的に図るとともに、建築設備士の社会的地位

向上を推進するため、日設事連傘下として、全国の建築設備関係団体を中心とする活動に協力する。 

 

(1) 日設事連が開催する総会、賀詞交歓会等の各種事業に対する積極的な協力 

(2) 日設事連が主催する、東海・北信越ブロック協議会への参加 

    日設事連がブロック各県持ち回りで行う協議会の会議に参加する。 

開催時期  令和５年 

開催場所  三重県 

(3) 関連諸機関・団体との連絡調整 

県内の建築関係諸機関・団体との連絡調整を密にし、建築設備業界の発展を図る。 

(4) 建築設備関係団体負担金 

県内外の建築関係団体との連絡調整に必要な負担金 

 

３ 会議費 

  

協会が行う事業の円滑な実施に資するため、総会、理事会並びに賀詞交歓会の運営に必要な各

種会議を書面又はオンラインを含め開催する。 

 

(1) 総会の開催 

前年度の決算・財産目録等、協会の重要事項を審議する定時総会と、翌年度の事業計画や予

算を審議するための臨時総会を定期的に開催し、必要に応じて随時、臨時総会を開催する。 

①  令和５年度 第６８回定時総会 

開催時期  令和５年５月１５日(月) 

開催場所  新潟市内 

②  令和５年度 第６９回臨時総会 

開催時期  令和６年２月１３日(火) 

開催場所  新潟市内 

③  臨時総会 



開催回数  必要に応じて随時 

開催場所  新潟市内等 

(2) 理事会の開催 

        協会事業の運営・執行に関する事項等を審議するため、理事会を開催する。 

      開催回数  必要に応じて随時 

開催場所  新潟市内等 

 

４  特別事業    

(1) 新潟県からの受託事業 

新規事業については、未だ具体的には示されていないが、協会事業として相応しいのであれ

ば、受託に向けて取り組んでいくこととする。 

 

 


